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１．研究計画の概要
本研究は、1990 年代以降現在に至るまで

のわが国企業における企業行動および人事
制度の変化が、従業員の労働インセンティブ
（金銭的・非金銭的両者を含む）にどのよう
な影響を与えたかについて、企業の人事関係
者ならびに労働組合へのヒアリング調査と
労働者対象のアンケート調査、企業の財務諸
表等から得たデータを数量分析することに
より、明らかにすることが目的である。また、
その前段階として、労働インセンティブに影
響を与えうる企業行動および人事制度の変
化そのものがどのようなものであり、どのよ
うな原因で起こったのかを、そしてそうした
変化が企業業績の向上に寄与したのかを明
らかにすることも目指す。

２．研究の進捗状況
これまでの 3 年間で、（１）成果主義の研

究と（２）事業再構築の研究を中心に進めて
きた。（１）の成果として、まず「何が成果
主義賃金制度の導入を決めるか－人事制度
改革と企業統治－」（菊谷准教授（京大）、野
田教授（大府大）との共同研究）がある。さ
らに菊谷・野田両氏と、成果主義と補完的な
制度の存在に関する実証研究と、成果主義の
パフォーマンスを「不満申し出制度の利用」
など企業業績だけではなく従業員の「voice」
によって測る試みを始めている。以上の分析
は浦坂・野田調査（2005）のデータを使用し
た。また、菊谷准教授らと協力して、成果主
義導入とその修正について、企業向けアンケ
ートの質問紙を作成した。B. Vaszkun 氏（コ
ルビヌス大学）とは従業員向けに日本型雇用
に関するアンケート調査を実施し、今年度は
その結果をもとに、長期雇用制度に関する従

業員の意見に関する論文である“What is the
Lifetime of the ‘Lifetime Employment’?
Empirical Research from Japan”を執筆し
た。このように、日本の人事制度について企
業単位、従業員単位の両面から分析を行った
ことが大きな特徴である。（２）については、
事業のリストラクチャリングを中心に分析
を進めており、その一手段として MBO（マ
ネジメントバイアウト：経営者による企業ま
たは事業の買収）を重視し、川本講師（新潟
産業大）、河西助手（早大）と協力して研究
を進めた。菊谷准教授との事業の参入・撤退
分析も国際ワークショップで報告し、現在得
られたコメントを参考に改訂中である。これ
らのほか、浦川講師（九大）と健康保険制度
の選好に関する実証分析を行い、オーストラ
リアの国際学会等で報告した。組合健保は福
利厚生の重要な位置を占めるものであるた
め上記（１）（２）との関連は深い。

３．現在までの達成度
②おおむね順調に進展している。
企業行動および人事制度の変化について

の研究は概ね実施することができ、３本の論
文が雑誌に掲載された。また、１本の論文は
2011 年春に出版される書籍に掲載されるこ
とが決まっている。労働者対象のアンケート
調査についても実施されており、これを用い
た論文が既に掲載済みである。また、2011
年 4月に予定されている国際学会にて報告す
ることが決定している。企業の人事関係者な
らびに労働組合へのヒアリング調査につい
ては未実施であるため、実施を急ぎたい。

４．今後の研究の推進方策
今年度は最終年度であるため、予定通り研
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究の最終的な段階に入る。すなわち、これま
で行ってきた企業行動や人事制度の変更に
ついての研究と、労働インセンティブの変化
を結び付ける研究である。学会で報告した
「成果主義と企業業績」はこれに近い目的で
書かれた論文ではあるが、より直接的に従業
員の労働インセンティブへの影響を検証す
るため、未実施である企業の人事関係者なら
びに労働組合へのヒアリング調査を実施す
ることや、追加的なアンケートを実施するこ
とを計画している。これらの研究成果につい
ては、なるべく早くワーキングペーパーや学
会報告といった形で発表し、コメントを踏ま
えて改訂を行った後専門雑誌への投稿がで
きるよう準備する。

５. 代表的な研究成果
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